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  証券コード 4323 

  平成19年６月５日 

株 主 各 位  

 大阪市北区中之島二丁目２番７号

  

 
代表取締役社長
執 行 役 員 平 林 武 昭

第35期定時株主総会招集ご通知 

拝啓 ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。 
 さて、当社第35期定時株主総会を下記のとおり開催いたします
ので、ご出席くださいますようご通知申し上げます。 
 また、株主総会終了後、株主懇談会を開催いたしますので、併せてご出席下さ
いますようにご案内申し上げます。 
 なお、当日ご出席願えない場合は、後記の「議決権の代理行使の勧誘に関する
参考書類」をご検討いただき、同封の委任状用紙に議案に対する賛否をご表示、
ご押印のうえ、ご返送くださいますようお願い申し上げます。 

敬 具 
記 

１．日   時  平成19年６月22日（金曜日）午前10時 
２．場   所  大阪市北区中之島二丁目２番７号 

中之島セントラルタワー 17階 会議室 
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。） 

３．目 的 事 項 
報 告 事 項 １．第35期（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで） 

事業報告の内容、連結計算書類の内容並びに会計監査人及
び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件 

２．第35期（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで） 
計算書類の内容報告の件 

決 議 事 項 
第１号議案 取締役５名選任の件 
第２号議案 監査役２名選任の件 
第３号議案 退任監査役に対し退職慰労金贈呈の件 
第４号議案 役員賞与支給の件 
第１号議案から第４号議案の議案の概要は、後記の「議決権の代理行使の
勧誘に関する参考書類」に記載のとおりであります。 

以 上                                      

 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の委任状用紙を会場受付にご提出くださいますよ
うお願い申し上げます。 
 なお、事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、インターネット上
の当社ウェブサイト（アドレス http://www.jast.com）に掲載させていただきます。 
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（提供書面） 
 

事 業 報 告 

平成18年４月１日から 
平成19年３月31日まで 

 

１．企業集団の現況 

(1) 当連結会計年度の事業の状況 

① 事業の経過及び成果 

 当連結会計年度につきましては、政府の経済報告等において設備投資、

雇用情勢及び輸出等の主要指標が増加傾向を示し、景気の拡大期間が戦後

最長を記録したとの報告もなされるなど、日本経済は全般的に穏やかな長

期拡大基調で推移いたしました。他方、個人消費には若干の脆弱性が感じ

られる部分があり、大衆全般には必ずしも景気拡大の実感が浸透してはい

ない状況も見受けられております。 

 ソフトウェア関連の投資についても穏やかな増加傾向が続きましたが、

受託開発物件の価格水準は依然として長期低落状態が続いており、加えて

ＩＴ業界内では、不採算案件の発生による赤字転落や情報漏えい等の問題

発生による信用失墜などの事象が散見され、各社ともこれまでにない多種

多様なテーマへの対処力が問われる複雑な時代環境にあるものと考えてお

ります。 

 このような状況下、当社及び連結子会社からなる企業集団（以下、当社

グループといいます。）の事業別業績は次のとおりとなりました。 

 まず、総売上高の約80％を占めるソフトウェア事業につきましては、主

力のビジネスアプリケーション分野（事務処理系システム）において、通

信業及び金融業向けシステムを中心として順調に売上を伸ばし、エンジニ

アリングアプリケーション分野（通信・制御・技術系システム）の携帯電

話等組込み系システムが順調に推移したことも合わせ、売上高79億55百万

円（前連結会計年度比13.4％増）、営業利益11億60百万円（同30.3％増）

と増収、増益の結果となりました。 

 次に、パッケージ事業につきましては、ＥＵＣ（パッケージ周辺システ

ムの個別受託開発）等が増収で推移したのに対し、製品の世代交代期に当

たるためにＰＰ（プログラム・プロダクト）販売及び導入支援サービスの

収入が減少し、売上高は８億75百万円（同3.1％減）の減収となりました

(          )(          )
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が、平成17年３月期より積極推進しておりました新製品開発の主要工程が

概ね収束したことによって研究開発費が減少し、営業損失７億63百万円

（前連結会計年度の営業損失７億78百万円）と若干の損失額縮小となりま

した。 

 最後に、アルファコンピュータ株式会社の連結子会社化に伴い平成18年

９月に新たに発足したシステム販売事業につきましては、連携強化に伴う

体制再構築等の影響により、売上高８億80百万円、営業損失６百万円とな

りました。なお、同社につきましては平成18年10月から平成19年３月まで

の６ヵ月間の損益計算書が連結対象となっております。 

 これらにより、当社グループ全体では、売上高は97億11百万円（前連結

会計年度比22.7％増）の増収、経常利益は４億５百万円（同221.8％増）

の大幅増益となりました。これに対し、繰延税金資産のスケジューリング

見直しに伴う一過性の取崩し等により法人税等調整額が増加したため、当

期純利益は１億38百万円（同77.2％減）の減益となりました。 

 

② 設 備 投 資 の 状 況 

 当連結会計年度の設備投資の総額は27百万円であり、その内容は、主と

して研修施設兼社員寮の改修並びにシステム開発設備の充実に係る支出で

あります。 

 

③ 資 金 調 達 の 状 況 

 当連結会計年度における資金は、銀行からの借入にて調達しております。 

 

④ 他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状

況 

 当社は、大学向けマーケットを中心とする文教分野における業容拡大を

図るため、平成18年８月28日付でアルファコンピュータ株式会社の全株式

を取得し、同社を子会社といたしました。 
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(2) 直前３事業年度における当社グループの財産及び損益の状況 

期  別 
 
区  分 

第 32 期 
平成16年３月期

第 33 期 
平成17年３月期

第 34 期 
平成18年３月期

第 35 期 
(当連結会計年度) 
平成19年３月期 

売 上 高(千円) 8,210,606 8,189,187 7,917,639 9,711,817 

営 業 利 益(千円) 984,265 522,564 111,631 389,810 

経 常 利 益(千円) 980,738 502,025 125,955 405,360 

当 期 純 損 益(千円) 511,176 △875,541 605,748 138,388 

１株当たり当期純損益 115円08銭 △187円57銭 121円58銭 27円75銭 

総 資 産(千円) 6,127,033 5,568,360 5,588,057 7,090,703 

純 資 産(千円) 3,166,819 3,009,254 3,536,784 3,669,999 

（注）１．平成17年３月期につきましては、元社員による不正売上計上の訂正として過年

度損益修正損1,194,886千円を計上しております。なお、証券取引法第24条の

２第１項の規定に基づく有価証券報告書の訂正報告書において、平成14年３月

期から平成16年３月期までの売上高等に関して遡及修正しており、このうち平

成16年３月期の訂正報告書並びに平成17年３月期の有価証券報告書における各

期の数値は以下のとおりであります。 

 
期  別 

区  分 
第 32 期

平成16年３月期
第 33 期

平成17年３月期   

 売 上 高 (千円) 7,767,291 8,189,187  

 営 業 利 益 (千円) 540,950 522,564  

 経 常 利 益 (千円) 537,423 502,025  

 当 期 純 利 益 (千円) 67,861 319,344  

 １株当たり当期純利益 12円37銭 68円41銭  

 総 資 産 (千円) 4,872,402 5,568,360  

 純 資 産 (千円) 1,971,932 3,009,254  

２．第35期より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計

基準第５号 平成17年12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平成17年12月９

日）を適用しております。 

３．１株当たり当期純利益は、期中の平均発行済株式数に基づいて算出し、表示単

位未満を四捨五入しております。 
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(3) 重要な親会社及び子会社の状況 

① 親 会 社 と の 関 係 

 当社には該当する親会社はありません。 

 

② 重要な子会社の状況 

会 社 名 資 本 金 議決権比率 事 業 内 容 

 百万円 ％  

アルファコンピュータ株式会社 30 100.0 コンピュータシステムの販売 

 千シンガポールドル ％  

JAST TECHNIQUES PTE. LTD. 460 100.0 ソフトウェアの開発・販売 

 千タイバーツ ％  

JASTEC(THAILAND)CO., LTD. 3,000 49.0 ソフトウェアの開発・販売 

 

(4) 対 処 す べ き 課 題 

 さて、今後の経営環境につきましては、国内景気は当面安定的拡大傾向を

たどり、企業の情報化投資意欲も大手を中心に比較的良好であると考えてお

ります。しかし一方では、ＩＴ業界全体の問題として、先に述べました受注

価格低下の長期化や不採算案件の発生による利益の圧迫、開発体制不足によ

る受注機会損失並びにＭ＆Ａ等による淘汰を始めとして、対処すべき課題や

回避すべきリスクが数多く存在しております。 

 こうした状況から、当社グループでは平成20年３月期の重点施策として以

下を掲げております。 

① ソフトウェアエンジニアリングの充実、品質管理の徹底を図る。 

② 人財の強化・育成に徹する。 

③ 既存顧客の深耕を図ると共に新たなビジネスに果敢に挑戦する。 

④ 全分野で適正収益の実現を目指す。 

⑤ パッケージ事業を核とし、文教ビジネスを高収益体質へ転換する。 

⑥ 赤字プロジェクトゼロを実現する。 

⑦ ビジネスパートナーとの関係強化により動員力の安定増強を図る。 

⑧ 適正な成果主義と、発揮能力を重視した人事諸制度へ改定する。 

⑨ 職場生活を通じて人生の素晴らしさ、楽しさ、面白さを追求する。 

 パッケージ事業における新製品開発は概ね予定どおり進行しており、当連

結会計年度には新製品「UNIVERSAL PASSPORT EX」、「GAKUEN REVOLUTION 
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EX」学務系及び「GAKUEN EX」学務系の３シリーズをリリースいたしました。

平成20年３月期に研究開発費負担が大きく軽減され、先行投資から販売収益

回収への転換に伴う業績の大幅回復を実現したく考えております。 

 主力のソフトウェア事業におきましては、上述の不採算案件、受注価格デ

フレ及び体制不足といったリスクを克服し、いかなる環境下においても着実

に高収益を獲得できるよう、引き続きプロジェクトの原価・工程・品質管理

に注力するとともに、新卒・キャリア採用の拡大、協力会社の新規開拓並び

にＭ＆Ａ等の戦術も視野に入れた開発体制の増強に努め、機会損失の解消を

図ります。 

 システム販売事業につきましては、主要顧客である大手大学との長期取引

による信頼関係を武器として、さらにパッケージ事業とのシナジー効果によ

る業績の安定的拡大を実現したく考えております。 

 また、経営管理面での課題としましては、近年のビジネス環境を考慮し、

メンタルヘルスケアの充実や豊かな勤務環境の提供による従業員のモチベー

ションの向上、今後実施される内部統制監査への対処として社内規程及びコ

ンプライアンス状況の総点検並びに統制環境の継続的強化等の施策を推進い

たします。 

 最後に、これらの施策の成果として、再び長期安定成長を続けることによ

り、お客様、株主の皆様、社員、社会にとっての企業価値を一層高めるべく

努力してまいる所存であります。 
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(5) 主 要 な 事 業 内 容（平成19年３月31日現在） 

 当社グループは当社及び連結子会社３社で構成されており、主として顧客

の個別ニーズに基づいたシステムをオーダーメイド方式で受託開発するソフ

トウェア事業、主として教育機関向けの業務ソフトウェア・パッケージの開

発・販売を行うパッケージ事業並びにハードウェア、ソフトウェアの販売等

を行うシステム販売事業の３事業を営んでおります。 

 各事業の主な内容は次のとおりであります。 

事
業 

内 容 会社名 

ソ 

フ 

ト 

ウ 

ェ 

ア 

事 

業 

ビジネスアプリケー

シ ョ ン 分 野

(事務処理系システム)

・生産管理、物流管理、受発注管理等製造業向

けシステム 

・店舗情報、仕入、出荷管理、バーチャル

ショッピングモール、ショッピングマイレー

ジサービス等流通業、サービス業向けシステ

ム 

・勘定系、情報系、国際業務等銀行向けシステ

ム 

・株式売買、投資信託、ディーリング、イン

ターネット証券取引等証券業向けシステム 

・契約管理、損保新積立等保険業向けシステム

・電話料金、税収管理、住民情報、郵便貯金等

公共システム 

・入試、学籍、教務、就職情報Ｗｅｂサイト構

築等学校及び学生向けシステム 

・会計、人事、統合パッケージ（ＥＲＰ）導入

サポート、電子商取引（ＥＤＩ）システム、

データウェアハウス構築等その他事務処理シ

ステム 

当社 

 

JAST 

TECHNIQUES 

PTE. LTD. 

 

JASTEC 

(THAILAND) 

CO., LTD. 
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事
業 

内 容 会社名 

エ ン ジ ニ ア リ ン グ

アプリケーション分野

(通信・制御・技術系システム)

・携帯電話・デジタルＡＶ機器組込みソフト

ウェア、移動体通信、カーナビゲーション、

光ファイバー通信網、シミュレータ等情報通

信関連システム 

・道路交通情報、道路交通管制、列車運行管

理、リニアモーターカー駆動制御等交通関連

システム 

・電力系統集中管理、発電所運転管理等電力関

連システム 

・自動倉庫制御、自動搬送機制御、自動包装値

付機制御等物流関連システム 

・自動車デザイン、ビル・橋梁等建設・建築設

計支援、構造解析、射出成型曲面加工等科学

技術系システム 

当社 

 

JAST 

TECHNIQUES 

PTE. LTD. 

 

JASTEC 

(THAILAND) 

CO., LTD. 

イベントアプリケー

シ ョ ン 分 野

(スポーツ・文化イベ

ント関連システム)

・プロ野球公式記録（ＢＩＳ）、マラソン等競

技記録集計システム 

・陸上競技大会（国際陸上・国体等）、ゴルフ

トーナメント、身体障害者スポーツ競技会、

バレエコンクール等競技大会運営システム 

・株主総会運営支援、来場者管理、会員管理、

製品キャンペーン等会議・イベント運営シス

テム 

・電光掲示板、映像表示装置制御、ＬＡＮコー

ディネーション等競技場・会場内インフラ制

御システム 

 

ソ 

フ 

ト 

ウ 

ェ 

ア 

事 

業 

アウトソーシング

サ ー ビ ス

・基幹システムの一括運営管理 

・コンピュータルームの運営、システム保守、

コールセンター運営等 
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事
業 

内 容 会社名 

パ 

ッ 

ケ 

ー 

ジ 

事 

業 

戦 略 的 大 学

経 営 シ ス テ ム

・大規模大学版ＥＲＰ「ＧＡＫＵＥＮ ＲＥＶ

ＯＬＵＴＩＯＮ ＥＸ」シリーズの開発、販

売、保守、導入支援及び関連システムの受託

開発等 

・学校事務支援統合システム「ＧＡＫＵＥＮ

ＥＸ」シリーズの開発、販売、保守、導入支

援及び関連システムの受託開発等 

・大学向け統合型Ｗｅｂサービスシステム「Ｕ

ＮＩＶＥＲＳＡＬ ＰＡＳＳＰＯＲＴ ＥＸ」

の開発、販売、保守、導入支援及び関連シス

テムの受託開発等 

・学校業務のシステム化に関するコンサルテー

ション、ＥＵＣ(End User Computing)支援、

ＢＰＲ(Business Process Reengineering)支

援等 

当社 

シ
ス
テ
ム
販
売
事
業 

情 報 シ ス テ ム

関連機器等の販売

・コンピュータ、ネットワーク機器、ソフト

ウェア・パッケージ等の販売及び保守等 

・大学向けシステムソリューションの提供 

・情報通信ネットワークの構築 

 

 

アルファコン

ピュータ株式

会社 

 

(6) 主 要 な 営 業 所（平成19年３月31日現在） 

名 称 所 在 地 

大 阪 本 社（本店） 大阪市北区中之島二丁目２番７号 

東 京 本 社 東京都港区港南二丁目16番２号 

江 坂 事 業 所 大阪府吹田市広芝町10番28号 

 



 

－  － 
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(7) 使 用 人 の 状 況（平成19年３月31日現在） 

① 企業集団の使用人の状況 

人 数 前連結会計年度末比増減 

575名 ＋32名 

（注） 使用人数は就業人員数を表示しております。 

 

② 当社の使用人の状況 

人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数 

538名 ＋16名 32.7歳 8.8年 

（注） 使用人数は就業人員数を表示しております。 

 

(8) 主要な借入先の状況（平成19年３月31日現在） 

借 入 先 借 入 額 

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 200,000千円 

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 196,400 

明 治 安 田 生 命 保 険 相 互 会 社 180,000 

 

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項 

 該当事項はありません。 

 



 

－  － 
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２．会 社 の 現 況 

(1) 株 式 の 状 況（平成19年３月31日現在） 

① 発行可能株式総数 16,000,000株 

② 発行済株式の総数 5,103,230株(自己株式68,028株を含む) 

③ 株   主   数 1,968名 

④ 大   株   主 

当 社 へ の 出 資 状 況 
株 主 名 

持 株 数 出 資 比 率 

平 林 武 昭 770,400株 15.3％ 

日本システム技術従業員持株会 489,340株 9.7％ 

平 林  卓 427,220株 8.5％ 

株 式 会 社 ジ ャ ス ト 409,100株 8.1％ 

ゴールドマン・サックス・インターナショナル 296,000株 5.9％ 

平 林 真 実 151,380株 3.0％ 

有限会社日本ビジネスディベロップメント 148,900株 3.0％ 

竹 田 和 平 120,000株 2.4％ 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口) 90,000株 1.8％ 

木 村 美 保 86,800株 1.7％ 

（注） 出資比率は自己株式（68,028株）を控除して計算しております。 

 

(2) 新株予約権等の状況 

 該当事項はありません。 

 



 

－  － 
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(3) 会 社 役 員 の 状 況 

① 取締役及び監査役の状況（平成19年３月31日現在） 

役 名 氏 名 担当及び他の法人等の代表状況等 

代表取締役社長執行役員 平 林 武 昭
JAST TECHNIQUES PTE. LTD. 代表取締役会長 
JASTEC(THAILAND)CO., LTD. 代表取締役会長 

取 締 役 執 行 役 員 
（ 東 京 地 区 担 当 ） 山 本  修 東 京 営 業 本 部 長 

取 締 役 執 行 役 員 
（本社管理部門担当） 丸 山 眞 道 経 営 企 画 室 長 

取 締 役 執 行 役 員 
（ 大 阪 地 区 担 当 ） 永 緑 忠 夫 大 阪 シ ス テ ム 管 理 室 長 

常 勤 監 査 役 宮  艸  万 壽 夫  

監 査 役 小 林 則 夫 弁 護 士 

監 査 役 三 木 康 彦 税 理 士 

（注）１．常勤監査役宮艸万壽夫氏、監査役小林則夫氏及び監査役三木康彦氏は、社外監

査役であります。 

２．当該事業年度に係る役員の重要な兼職状況は、以下のとおりであります。 

・取締役平林武昭氏及び取締役山本 修氏は、アルファコンピュータ株式会社の

取締役を兼務しております。 

・取締役山本 修氏は株式会社ビー・エヌ・アイ・システムズの取締役を兼務し

ております。 

３．監査役三木康彦氏は、昭和48年２月に税理士事務所を開業し多数の企業の経営、

会計、税務全般のコンサルタントに従事しております。 

 

② 事業年度中に退任した取締役及び監査役 

 該当事項はありません。 

 



 

－  － 
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③ 取締役及び監査役に支払った報酬等の総額 

区 分 支 給 人 員 支 給 額 

取 締 役 4名 39,691千円 

監 査 役 
（う ち 社 外 監 査 役） 

3 
（3）

6,508 
（6,508） 

合 計 7 46,200 

（注）１．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。 

２．取締役の報酬限度額は、平成12年６月29日開催の第28期定時株主総会において

月額30百万円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいてお

ります。 

３．監査役の報酬限度額は、平成12年６月29日開催の第28期定時株主総会において

月額６百万円以内と決議いただいております。 

４．支給額には、以下のものが含まれております。 

・平成19年６月22日開催の第35期定時株主総会において付議いたします役員賞与 

監 査 役 ３名 2,000千円（全て社外監査役） 

・平成19年６月22日開催の第35期定時株主総会において付議いたします退任予定

の役員に対する役員退職慰労金 

監 査 役 １名 1,262千円（社外監査役） 

 

④ 社外役員に関する事項 

イ．他の会社との兼任状況（他の会社の業務執行者である場合）及び当社

と当該他の会社との関係 

 該当事項はありません。 

ロ．他の会社の社外役員の兼任状況 

 該当事項はありません。 

ハ．当事業年度における主な活動状況 

ａ．取締役会及び監査役会への出席状況 

取締役会（23回開催） 監査役会（７回開催） 
 

出 席 回 数 出 席 率 出 席 回 数 出 席 率 

監 査 役 宮 艸 万壽夫 16回 69.6％ 7回 100.0％ 

監 査 役 小 林 則 夫 1 4.3 7 100.0 

監 査 役 三 木 康 彦 11 47.8 7 100.0 



 

－  － 
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ｂ．取締役会における発言状況 

・監査役宮艸万壽夫氏は、元経営者としての見地から経営全般に対し

意見を述べるなど、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保す

るための助言・提言を行っております。 

・監査役小林則夫氏は、弁護士としての専門的見地から取締役会の意

思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を行っており

ます。 

・監査役三木康彦氏は、税理士としての専門的見地から会計、税務全

般に対し意見を述べるなど、取締役会の意思決定の妥当性・適正性

を確保するための助言・提言を行っております。 

 

(4) 会計監査人の状況 

① 名       称   監査法人トーマツ 

 

② 報 酬 等 の 額 

 支 払 額 

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 18,313千円 

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その
他の財産上の利益の合計額 18,313千円 

（注）１．上記金額には各種監査手続に直接係る報酬の他、関連して発生する出張時の交

通費等、監査契約に基づき支払われる付随費用が含まれております。 

２．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と証券取引

法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分で

きませんので、当事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載してお

ります。 

 

③ 非監査業務の内容 

 企業提携に係る財務調査を依頼しており、報酬額は3,000千円でありま

す。 

 



 

－  － 
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④ 会計監査人の解任または不再任の決定の方針 

 取締役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要が

あると判断した場合は、監査役会の同意を得たうえで、または、監査役会

の請求に基づいて、会計監査人の解任または不再任を株主総会の会議の目

的とすることといたします。 

 監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該

当すると認められる場合は、監査役全員の合意に基づき監査役会が、会計

監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任

後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解

任の理由を報告いたします。 

 

⑤ 責任限定契約の内容の概要 

 該当事項はありません。 

 

(5) 業務の適正を確保するための体制 

 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

その他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は

以下のとおりであります。 

① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す

るための体制 

イ．当社の取締役及び使用人は、法令、経営理念、社則並びに社会倫理を

誠実に遵守し、企業経営を遂行する。 

ロ．当社は、各々の専門分野を有する監査役が、取締役の職務の執行全般

に対し多角的に監査することを狙いとして、監査役会を設置する。 

ハ．当社は、各部門の所管業務が法令、定款及び社内諸規程に従い適切且

つ有効に運営されているか等について監査することを狙いとして、他

部門から独立した内部監査部門を設置する。 

ニ．当社は、コンプライアンス規程を制定し、罰則規定の明確化及び社内

通報制度の運用等を通じた違反行為の防止並びに違反行為発生時の迅

速な解決を図る。 

ホ．当社は、職務執行上の内部牽制を有効に機能ならしめるため、主要部

門間における部門責任者の兼務を行わない。 



 

－  － 
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② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

 取締役の職務の執行に係る情報・文書の取扱いは、法令及び当社社内規

程に沿って適切に保存及び管理の運用を実施する。 

 

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

 各部門は、地域別、事業分野別に実施する業績検討会議において、プロ

ジェクトの状況、業績見通し、クレーム情報、代金回収状況並びにトラブ

ル状況等の事業活動状況を報告し、このうち重要な事項については、取締

役及び監査役で構成される経営会議に上程し、対策を審議・決定する体制

をとる。 

 万一の緊急事態の発生時には、リスク管理マニュアルに従い、事実確

認・調査から対策本部の設置並びに事態収拾に至る一連の手順についての

迅速な遂行を図る。 

 

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

 前③号に掲げた体制に加え、当社では、年度事業計画の策定及び実績管

理に基づき、職務執行の効率的な実施を図る。年度事業計画は部門別に策

定し、取締役会の決議によりこれを決定する。また、業績検討会議におい

ては、各部門の目標に対する進捗状況及び問題点について報告するととも

に、経営会議に重要事項を上程し、重要方針の決定並びに対策指示等を行

う。なお、経営会議は原則として毎月２回開催することにより、意思決定

の迅速化を図る。 

 

⑤ 会社並びに親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確

保するための体制 

 当社では、連結子会社の経営においては、各社の自主性を尊重しつつも、

関連会社管理規程に則り定期的な営業報告、財務報告等を受け、経営会議

にて検討の上、必要な指示指導を行う。また、必要に応じて連結子会社の

代表者が経営会議に出席し状況説明を行うことにより、各社の経営状況を

把握し、強固なグループ経営体制の維持を図る。 

 当社の内部監査部門は、連結子会社の業務に係る監査についても定期的

に実施する。 

 



 

－  － 
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⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における

当該使用人に関する事項 

 当社は、監査役の職務を補助すべき使用人を置いていないが、監査役の

職務を補助すべき組織として内部監査部門がこれを担当する。 

 

⑦ 前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項 

 前号に記載する内部監査部門は代表取締役社長の直轄組織とし、他のい

かなる事業部門担当取締役の管轄組織にも属さないものとする。 

 

⑧ 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査役への

報告に関する体制 

イ．取締役及び使用人は、各々の職責に応じ、取締役会、経営会議及びそ

の他の意思決定会議に出席し、監査役に重要事項の報告を行うものと

する。 

ロ．取締役及び使用人は、当社に著しい損害をおよぼす恐れがある事実を

発見した場合には、遅滞なく監査役に報告するものとする。 

 

⑨ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

 監査役は、重要な意思決定過程並びに業務の執行状況等を把握するため、

取締役会及び経営会議等の重要会議に出席するとともに、取締役並びに使

用人からの説明を求めることとする。また監査役は、監査役会規程及び監

査役監査基準に基づく独立的立場による適正な監査を実現するため、会計

監査人並びに内部監査部門と適切な連携を保つものとする。 

 

(6) 剰余金の配当等の決定に関する方針 

 まず、配当につきましては、業績に応じた安定的な配当を基本方針とし、

配当性向に配慮しつつ、各期の業績動向、財務状況及び各種環境を勘案して

具体的方針を検討しております。配当の基準日につきましては、毎年３月31

日及び９月30日を基準日とする従来どおりの方針を基本とするほか、別途基

準日を定めて配当を行うことができるものとしております。また、留保利益

につきましては、事業活動に係る開発設備の増強、各種能力開発の充実並び

に新製品の研究開発等に有効活用したく考えております。 

 なお、平成19年３月期に係る配当金につきましては、株主・投資家の皆様

のご支援にお応えするため、当初予定どおり普通配当20円とさせて頂きたく

考えております。 



 

－  － 
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連 結 貸 借 対 照 表 

（平成19年３月31日現在） 

（単位：千円）

 科 目 金 額 科 目 金 額 

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）  

流 動 負 債 2,006,264 

買 掛 金 847,147 

短 期 借 入 金 180,012 

一年以内返済予定の長期借入金 180,000 

未 払 法 人 税 等 8,134 

賞 与 引 当 金 336,660 

役 員 賞 与 引 当 金 2,000 

そ の 他 452,309 

固 定 負 債 1,414,439 

長 期 借 入 金 630,000 

退 職 給 付 引 当 金 636,656 

役員退職慰労引当金 140,625 

繰 延 税 金 負 債 4,297 

そ の 他 2,860 

負 債 合 計 3,420,703 

（純資産の部）  

株 主 資 本 3,601,185 

資 本 金 917,687 

資 本 剰 余 金 879,325 

利 益 剰 余 金 1,869,602 

自 己 株 式 △65,429 

評価・換算差額等 33,918 

その他有価証券評価差額金 40,620 

為替換算調整勘定 △6,702 

少 数 株 主 持 分 34,895 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

受取手形及び売掛金 

た な 卸 資 産 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 及 び 構 築 物 

土 地 

そ の 他 

無 形 固 定 資 産 

の れ ん 

そ の 他 

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

長 期 貸 付 金 

繰 延 税 金 資 産 

差 入 保 証 金 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

5,005,287

1,499,014

2,643,017

574,897

154,383

136,548

△2,573

2,085,416

293,410

122,085

142,361

28,963

315,120

295,797

19,322

1,476,885

385,278

3,994

492,392

244,062

403,417

△52,261 純 資 産 合 計 3,669,999 

資 産 合 計 7,090,703 負 債 ・ 純 資 産 合 計 7,090,703 



 

－  － 
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連 結 損 益 計 算 書 

平成18年４月１日から 
平成19年３月31日まで 

（単位：千円）

 科 目 金 額 

売 上 高  9,711,817 

売 上 原 価  7,543,375 

売 上 総 利 益  2,168,441 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  1,778,630 

営 業 利 益  389,810 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 7,435  

受 取 配 当 金 1,972  

賃 貸 収 入 12,011  

そ の 他 17,642 39,061 

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 11,765  

賃 貸 費 用 7,582  

そ の 他 4,164 23,512 

経 常 利 益  405,360 

特 別 利 益   

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 1,243 1,243 

特 別 損 失   

投 資 有 価 証 券 評 価 損 422  

固 定 資 産 除 却 損 489  

会 員 権 評 価 損 2,399 3,312 

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益  403,291 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 18,141  

法 人 税 等 調 整 額 241,394 259,535 

少 数 株 主 利 益  5,367 

当 期 純 利 益  138,388 

(          )



 

－  － 
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連結株主資本等変動計算書 

平成18年４月１日から 
平成19年３月31日まで 

（単位：千円）

 
株 主 資 本 

 
資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 917,687 879,325 1,849,708 △117,131 3,529,589 

連結会計年度中の変動額   

剰 余 金 の 配 当（注）  △99,628 △99,628 

役 員 賞 与（注）  △1,650 △1,650 

当 期 純 利 益  138,388 138,388 

自 己 株 式 の 処 分  △17,216 51,701 34,485 

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)   

連結会計年度中の変動額合計 － － 19,894 51,701 71,595 

平成19年３月31日 残高 917,687 879,325 1,869,602 △65,429 3,601,185 
      
 

評 価 ・ 換 算 差 額 等 

 
その他有価証
券評価差額金 

為 替 換 算
調 整 勘 定

評価・換算
差額等合計

少 数 株 主
持 分

純資産合計 

平成18年３月31日 残高 13,689 △6,494 7,194 26,531 3,563,315 

連結会計年度中の変動額   

剰 余 金 の 配 当（注）  △99,628 

役 員 賞 与（注）  △1,650 

当 期 純 利 益  138,388 

自 己 株 式 の 処 分  34,485 

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

26,931 △207 26,723 8,364 35,088 

連結会計年度中の変動額合計 26,931 △207 26,723 8,364 106,684 

平成19年３月31日 残高 40,620 △6,702 33,918 34,895 3,669,999 
      

（注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

(          )



 

－  － 
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〈連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記〉 

１．連結の範囲に関する事項 

連結子会社の数  ３社 

連結子会社の名称 

JAST TECHNIQUES PTE. LTD. 

JASTEC (THAILAND) CO., LTD. 

アルファコンピュータ株式会社 

 アルファコンピュータ株式会社は平成18年８月28日の株式取得に伴い、当連結会

計年度より連結の範囲に含めております。 

２．持分法の適用に関する事項 

 持分法適用対象会社はありません。 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

 連結子会社のJAST TECHNIQUES PTE. LTD.及びJASTEC(THAILAND)CO., LTD.の決算日

は平成18年12月31日であります。連結計算書類の作成に当たっては、同決算日現在の

決算書を使用しております。ただし、平成19年１月１日から連結決算日平成19年３月

31日までの期間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行っておりま

す。 

 なお、アルファコンピュータ株式会社の決算日は、連結決算日と一致しております。 

４．会計処理基準に関する事項 

(1）資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用しております。 

時価のないもの 

 移動平均法による原価法を採用しております。 

② たな卸資産 

・商品 

個別法による原価法を採用しております。 

・製品 

総平均法による原価法を採用しております。 

・仕掛品 

主として個別法による原価法を採用しております。 

・貯蔵品 

最終仕入原価法を採用しております。 



 

－  － 
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(2）固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

 当社及び国内連結子会社は定率法を採用し、在外連結子会社は所在地国の会計

基準の規定に基づく定額法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物及び構築物     10年～35年 

そ  の  他     ４年～10年 

② 無形固定資産 

 当社及び国内連結子会社は定額法を採用し、在外連結子会社は所在地国の会計

基準の規定に基づく定額法を採用しております。 

 なお、その他（自社利用のソフトウェア）については、社内における利用可能

期間（３～５年）に基づく定額法を採用しております。 

③ 投資その他の資産（その他） 

 定率法を採用しております。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物

（建物附属設備を除く）については、定額法を採用しております。 

 なお、その他（賃貸用不動産）の主な耐用年数は47年（建物）であります。 

(3）引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。 

② 賞与引当金 

 当社及び国内連結子会社は従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額を計

上しております。 

③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上しております。 

 数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（10年）による定率法によりそれぞれ発生の翌連結会計年

度から費用処理することにしております。 

④ 役員退職慰労引当金 

 当社及び国内連結子会社は役員の退職慰労金の支給に充てるため、内規に基づ

く期末要支給額を計上しております。 

⑤ 役員賞与引当金 

 当社は役員賞与の支出に備えて、当連結会計年度における支給見込額の当連結

会計期間負担額を計上しております。 



 

－  － 
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(4）その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

① 重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

② 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

③ 連結計算書類の作成方法 

 当連結会計年度の連結計算書類から会社法及び会社計算規則に基づいて作成し

ております。 

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。 

６．のれんの償却に関する事項 

 のれんの償却については、５年間の均等償却を行っております。 

７．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項の変更 

(1）役員賞与に関する会計基準 

 当連結会計年度より、「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準第４号 平

成17年11月29日）を適用しております。これにより営業利益、経常利益及び税金等

調整前当期純利益はそれぞれ2,000千円減少しております。 

(2）貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準 

 当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企

業会計基準第５号 平成17年12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平成17年12月９日）

を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額は3,635,103千円であります。 

 なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資産の部については、会社計

算規則（法務省令第13号 平成18年２月７日）により作成しております。 

 



 

－  － 
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〈連結貸借対照表に関する注記〉 

１．担保に供している資産及び担保に係る債務 

(1）担保に供している資産 

定 期 預 金 19,213千円 

建      物 86,711千円 

土      地 142,361千円 

その他の有形固定資産 47千円 

投資その他の資産 その他（賃貸用不動産） 157,400千円 

計 405,734千円 

(2）担保に係る債務 

短 期 借 入 金 52,612千円 

１年以内返済予定の長期借入金 80,000千円 

長 期 借 入 金 280,000千円 

計 412,612千円 

２．資産に係る減価償却累計額 

(1）有 形 固 定 資 産 312,048千円 

(2）投資その他の資産 その他（賃貸用不動産） 160,548千円 

 

〈連結株主資本等変動計算書に関する注記〉 

１．当連結会計年度末における発行済み株式の種類及び総数 

普 通 株 式 5,103,230株 

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

 
 

（決議） 
株式の種類 配当金の総額

（千円） 

１株当たり
配 当 額

（円） 
基 準 日 効 力 発 生 日 

平成18年６月23日
定時株主総会 

普通株式 99,628 20 平成18年３月31日 平成18年６月26日 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるも

の 

 平成19年５月15日開催の取締役会の議案として、普通株式の配当に関する事項を

次のとおり提案しております。 

① 配 当 金 の 総 額 100,704千円 

② １株当たり配当額 20円 

③ 基 準 日 平成19年３月31日 

④ 効 力 発 生 日 平成19年６月25日 

 なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。 



 

－  － 
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３．当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除

く。）の目的となる株式の種類及び総数 

普 通 株 式 57,700株 

 

〈１株当たり情報に関する注記〉 

１．１株当たり純資産額 721円94銭 

２．１株当たり当期純利益 27円75銭 

 

 



 

－  － 
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貸 借 対 照 表 

（平成19年３月31日現在） 

（単位：千円）

 科 目 金 額 科 目 金 額 

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）  

流 動 負 債 1,467,294 

買 掛 金 408,656 

短 期 借 入 金 163,800 

一年以内返済予定の長期借入金 180,000 

未 払 金 25,978 

未 払 費 用 170,279 

未 払 法 人 税 等 5,538 

未 払 消 費 税 等 84,359 

前 受 金 82,665 

賞 与 引 当 金 331,202 

役 員 賞 与 引 当 金 2,000 

そ の 他 12,813 

固 定 負 債 1,389,167 

長 期 借 入 金 630,000 

退 職 給 付 引 当 金 630,681 

役員退職慰労引当金 125,625 

そ の 他 2,860 

負 債 合 計 2,856,462 

（純資産の部）  

株 主 資 本 3,669,672 

資 本 金 917,687 

資 本 剰 余 金 879,325 

資 本 準 備 金 879,325 

利 益 剰 余 金 1,938,088 

利 益 準 備 金 32,665 

その他利益剰余金 1,905,423 

別 途 積 立 金 1,700,000 

繰越利益剰余金 205,423 

自 己 株 式 △65,429 

評価・換算差額等 40,620 

その他有価証券評価差額金 40,620 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

受 取 手 形 

売 掛 金 

商 品 

製 品 

仕 掛 品 

貯 蔵 品 

前 払 費 用 

繰 延 税 金 資 産 

未 収 入 金 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 

構 築 物 

工具、器具及び備品 

土 地 

無 形 固 定 資 産 

ソ フ ト ウ ェ ア 

電 話 加 入 権 

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

関 係 会 社 株 式 

長 期 貸 付 金 

関係会社長期貸付金 

繰 延 税 金 資 産 

差 入 保 証 金 

賃 貸 用 不 動 産 

会 員 権 

保 険 積 立 金 

長 期 前 払 費 用 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

3,992,437

1,156,643

1,287

2,307,704

4,476

17,722

170,967

2,736

95,436

153,506

76,349

7,877

△2,271

2,574,318

289,707

122,037

47

25,260

142,361

17,935

11,755

6,180

2,266,675

385,278

887,367

3,994

13,460

492,392

191,840

157,400

45,804

134,096

19,444

13,132

△77,537 純 資 産 合 計 3,710,293 

資 産 合 計 6,566,755 負 債 ・ 純 資 産 合 計 6,566,755 



 

－  － 
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損 益 計 算 書 

平成18年４月１日から 
平成19年３月31日まで 

（単位：千円）

 科 目 金 額 

売 上 高  8,690,813 

売 上 原 価  6,722,705 

売 上 総 利 益  1,968,107 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  1,583,001 

営 業 利 益  385,106 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 1,026  

受 取 配 当 金 69,661  

賃 貸 収 入 12,011  

そ の 他 16,041 98,741 

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 10,599  

賃 貸 費 用 7,582  

そ の 他 3,787 21,969 

経 常 利 益  461,878 

特 別 利 益   

債 務 保 証 損 失 引 当 金 戻 入 益 8,721 8,721 

特 別 損 失   

投 資 有 価 証 券 評 価 損 422  

固 定 資 産 除 却 損 214  

会 員 権 評 価 損 2,399  

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 6,367 9,403 

税 引 前 当 期 純 利 益  461,196 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 8,303  

法 人 税 等 調 整 額 232,299 240,603 

当 期 純 利 益  220,593 

(          )



 

－  － 
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株主資本等変動計算書 

平成18年４月１日から 
平成19年３月31日まで 

（単位：千円）

 株 主 資 本 

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 

その他利益剰余金
 

資 本 金
資 本
準 備 金

資 本 
剰 余 金 
合 計 

利 益
準 備 金 別 途

積 立 金
繰越利益
剰 余 金

利 益
剰 余 金
合 計

自己株式 
株主資本 
合 計 

平成18年３月31日残高 917,687 879,325 879,325 32,665 1,200,000 603,324 1,835,989 △117,131 3,515,871 

事業年度中の変動額    

別途積立金の積立(注)  500,000 △500,000 －  － 

剰余金の配当(注)  △99,628 △99,628  △99,628 

役 員 賞 与（ 注 ）  △1,650 △1,650  △1,650 

当 期 純 利 益  220,593 220,593  220,593 

自 己 株 式の 処 分  △17,216 △17,216 51,701 34,485 

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額(純額)

   

事業年度中の変動額合計 － － － － 500,000 △397,900 102,099 51,701 153,800 

平成19年３月31日残高 917,687 879,325 879,325 32,665 1,700,000 205,423 1,938,088 △65,429 3,669,672 
          
 

評 価 ・ 換 算 差 額 等    

 
その他有価証
券評価差額金 

評 価 ・ 換 算 
差 額 等 合 計 

純 資 産 合 計
   

平成18年３月31日残高 13,689 13,689 3,529,560  

事業年度中の変動額    

別途積立金の積立(注)   －  

剰余金の配当(注)   △99,628  

役 員 賞 与（ 注 ）   △1,650  

当 期 純 利 益   220,593  

自 己 株 式の 処 分   34,485  

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額(純額)

26,931 26,931 26,931  

事業年度中の変動額合計 26,931 26,931 180,732  

平成19年３月31日残高 40,620 40,620 3,710,293  
       

（注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

(          )



 

－  － 
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〈重要な会計方針に係る事項に関する注記〉 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券の評価基準及び評価方法 

① 子会社株式及び

関連会社株式 

移動平均法による原価法を採用しております。 

② その他有価証券 ・時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定）を採用しております。 

・時価のないもの 

 移動平均法による原価法を採用しております。 

(2）たな卸資産の評価基準及び評価方法 

① 商 品    個別法による原価法を採用しております。 

② 製 品    総平均法による原価法を採用しております。 

③ 仕 掛 品    個別法による原価法を採用しております。 

④ 貯 蔵 品    最終仕入原価法を採用しております。 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1）有 形 固 定 資 産     定率法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建    物    10年～35年 

工具、器具及び備品 ４年～10年 

(2）ソ フ ト ウ ェ ア     見込利用可能期間（３～５年）による定額法を採

用しております。 

(3）賃 貸 用 不 動 産     定率法を採用しております。ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）

については、定額法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

賃貸用不動産（建物）    47年 

３．引当金の計上基準 

(1）貸 倒 引 当 金     債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。 

(2）賞 与 引 当 金     従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額を

計上しております。 



 

－  － 
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(3）退 職 給 付 引 当 金     従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末に

おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき

計上しております。 

 数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定率

法により翌事業年度から費用処理することにしてお

ります。 

(4）役員退職慰労引当金     役員の退職慰労金の支給に充てるため、内規に基

づく期末要支給額を計上しております。 

(5）役 員 賞 与 引 当 金     役員賞与の支出に備えて、当事業年度における支

給見込額の当期負担額を計上しております。 

４．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

(1）リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。 

(2）消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

(3）計算書類の作成方法 

 当事業年度の計算書類から会社法及び会社計算規則に基づいて作成しております。 

５．重要な会計方針の変更 

(1）役員賞与に関する会計基準 

 当事業年度より、「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準第４号 平成17

年11月29日）を適用しております。これにより営業利益、経常利益及び税引前当期

純利益はそれぞれ2,000千円減少しております。 

(2）貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準 

 当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会

計基準第５号 平成17年12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平成17年12月９日）を適

用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額は3,710,293千円であります。 

 なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部については、会社計算規則

（法務省令第13号 平成18年２月７日）により作成しております。 

 



 

－  － 
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〈貸借対照表に関する注記〉 

１．担保に供している資産及び担保に係る債務 

(1）担保に供している資産 

建 物 86,711千円 

土      地 142,361千円 

賃 貸 用 不 動 産 157,400千円 

その他の有形固定資産 47千円 

計 386,521千円 

(2）担保に係る債務 

短 期 借 入 金 36,400千円 

１年以内返済予定の長期借入金 80,000千円 

長 期 借 入 金 280,000千円 

計 396,400千円 

 上記以外に関係会社であるJAST TECHNIQUES PTE. LTD.の当座貸越契約260千シン

ガポールドルに対して、定期預金19,213千円を担保（質権）として提供しておりま

す。 

２．資産に係る減価償却累計額 

(1）有 形 固 定 資 産 300,262千円 

(2）賃 貸 用 不 動 産 160,548千円 

３．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

(1）関係会社に対する短期金銭債権 70,982千円 

(2）関係会社に対する長期金銭債権 26,276千円 

(3）関係会社に対する短期金銭債務 63千円 

 

〈損益計算書に関する注記〉 

１．関係会社との取引高 

(1）営業取引による取引高 

① 売 上 高 3,218千円 

② 仕 入 高 923千円 

(2）営業取引以外の取引による取引高 69,155千円 

 

〈株主資本等変動計算書に関する注記〉 

１．当事業年度末における自己株式の種類及び株式数 

普 通 株 式 68,028株 

 



 

－  － 
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〈税効果会計に関する注記〉 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

(1）流 動 の 部 （単位：千円） 

繰 延 税 金 資 産   

賞 与 引 当 金 134,468  

未 払 費 用 14,391  

そ の 他 4,646  

繰延税金資産合計 153,506  

繰延税金資産の純額 153,506  

(2）固 定 の 部   

繰 延 税 金 資 産   

役員退職慰労引当金 51,004  

退 職 給 付 引 当 金 256,056  

貸 倒 引 当 金 31,480  

ソ フ ト ウ ェ ア 28,840  

賃貸用土地評価損 23,015  

平成16年３月期の売上訂正による差額 228,176  

そ の 他 12,396  

繰延税金資産小計 630,971  

評 価 性 引 当 額 △110,814  

繰延税金資産合計 520,157  

繰 延 税 金 負 債   

その他有価証券評価差額金 △27,764  

繰延税金負債合計 △27,764  

繰延税金資産の純額 492,392  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との主要な差異原因 

(1）法 定 実 効 税 率 40.6％  

（調整）   

交際費等永久差異項目 △5.2％  

住 民 税 均 等 割 1.5％  

評価性引当額の増加 19.0％  

更正還付に係る繰延税金資産の修正による影響 △4.3％  

そ の 他 0.6％  

(2）税効果会計適用後の法人税等の負担率 52.2％  



 

－  － 
 

 

 

 

 

 

 

(33) ／ 2007/06/06 9:07 (2007/06/06 9:07) ／ wk_06355444_03_os2日本システム技術様_招集_貸借対照表_P.doc 

33

〈リースにより使用する固定資産に関する注記〉 

 貸借対照表に計上した固定資産のほか、事務機器の一部については、リース契約によ

り使用しております。 

 

〈１株当たり情報に関する注記〉 

１．１株当たり純資産額 736円87銭 

２．１株当たり当期純利益 44円24銭 

 

〈退職給付会計注記〉 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度を設けており、従業員の退職

等に際して割増退職金を支払う場合があります。また、当社は全国情報サービス産業

厚生年金基金に加入しておりますが、当該厚生年金基金制度は退職給付会計実務指針

33項の例外処理を行う制度であります。同基金の年金資産残高のうち当社の掛金拠出

割合（給与総額）に基づく期末の年金資産残高は1,591,933千円であります。 

２．退職給付債務に関する事項 

退 職 給 付 債 務 △1,872,679千円 

年 金 資 産 1,372,111千円 

未積立退職給付債務 △500,567千円 

未認識数理計算上の差異 △130,114千円 

退職給付引当金 △630,681千円 

３．退職給付費用に関する事項 

勤 務 費 用 171,085千円 

利 息 費 用 43,627千円 

期 待 運 用 収 益 △30,996千円 

数理計算上の差異の費用処理額 △19,625千円 

退職給付費用 164,091千円 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

割 引 率 2.5％ 

期 待 運 用 収 益 率 2.5％ 

退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 

未認識数理計算上の差異の処理方法 発生の翌事業年度から定率法で10年償却 

 

 


